
これからの労働時間制度に関する検討会 

開催要綱 

 

１．趣旨・目的 

労働時間制度については、働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する

法律（平成 30年法律第 71号）により、罰則付きの時間外労働の上限規制や高度プ

ロフェッショナル制度が設けられ、働く方がその健康を確保しつつ、ワークライフ

バランスを図り、能力を有効に発揮することができる労働環境整備を進めていると

ころである。 

こうした状況の中で、裁量労働制については、時間配分や仕事の進め方を労働者

の裁量に委ね、自律的で創造的に働くことを可能とする制度であるが、制度の趣旨

に適った対象業務の範囲や、労働者の裁量と健康を確保する方策等について課題が

あるところ、平成 25 年度労働時間等総合実態調査の公的統計としての有意性・信

頼性に関わる問題を真摯に反省し、統計学、経済学の学識者や労使関係者からなる

検討会における検討を経て、総務大臣承認の下、現行の専門業務型及び企画業務型

それぞれの裁量労働制の適用・運用実態を正確に把握するための統計調査を実施し

たところである。当該統計調査で把握した実態を踏まえ、裁量労働制の制度改革案

について検討する必要がある。 

また、裁量労働制以外の労働時間制度についても、こうした状況を踏まえた在り

方について検討することが求められている。 

このため、裁量労働制その他の労働時間制度について検討を行うことを目的とし

て、「これからの労働時間制度に関する検討会」（以下「本検討会」という。）を開催

する。 

 

２．検討事項 

本検討会においては、次に掲げる事項について検討を行う。  

・  裁量労働制の在り方  

・  その他の労働時間制度の在り方  

 

３．運営 

⑴ 本検討会は、厚生労働省労働基準局長が学識経験者（別紙）の参集を求めて開

催する。 

⑵ 本検討会においては、必要に応じ、⑴の参集者以外の者の出席を求めることが

ある。 

⑶ 検討会、会議資料及び議事録については、原則として公開とする。ただし、個

社のヒアリング等、公開することにより、特定の者に不当な利益を与え又は不利

益を及ぼすおそれがある場合等において、座長が非公開が妥当であると判断した

際には、非公開とすることができる。なお、非公開とする場合には、その理由を

明示するとともに、議事要旨を公開する。 

⑷ 本検討会の座長は、参集者の互選により選出し、座長代理は座長が指名する。 

⑸ 本検討会の庶務は、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において行う。 
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